










預金・貸出金の状況

（単位：百万円）

（単位：百万円）

●貸出金の業種別内訳

（単位：百万円）
●中小企業等に対する貸出金

（注） 中小企業等とは、資本金の額又は出資の総額が３億円（ただし、卸売業は１億円、サービス業は５千万円、小売業は5千万円）以下の法人たる
事業者又は常用する従業員の数が３００人（ただし、卸売業は１００人、サービス業は１００人、小売業は５０人）以下の事業者及び個人です。 

（注）1．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
      2．国外向けの貸出については、国内向けの貸出と同様に区分し、該当する業種に含めております。

貸　　出　　金　　残　　高
うち中小企業等貸出金残高

平成29年9月期 増減平成28年9月期
預 金 積 金 残 高
貸 出 金 残 高

平成29年9月期

製 造 業
農 業 、 林 業
鉱 業 、採 石 業 、砂 利 採 取 業
建 設 業
電 気・ガ ス・熱 供 給・水 道 業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業
小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、 学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
小 計
地 方 公 共 団 体
個人（住宅・消費・納税資金等）
合 計

残　高 構成比
平成28年9月期

残　高 構成比

平成28年9月期 増減平成29年9月期

64,139
104,722

　預金積金については、年金受給口座の獲得を中心とした個人の普通預金の増加に加え、法人預金も増加
した結果、平成２９年９月期の残高は、前年同期比６４１億円増加し、４兆５，５３２億円となりました。
　また、貸出金については、地元中小企業者や一般個人のみなさまへの円滑な資金供給に積極的に努めた
結果、前年同期比１，０４７億円増加し、２兆５，１７４億円となりました。

104,722
76,318

4,553,245
2,517,487

2,517,487
2,284,199

125,412
544

1,060
99,579

423
4,484

24,831
76,238
50,119
83,877

506,077
4,443
7,873

15,176
25,565
38,210
11,865
60,173
44,631

1,180,588
131,012

1,205,886
2,517,487

4.98%
0.02%
0.04%
3.95%
0.01%
0.17%
0.98%
3.02%
1.99%
3.33%

20.10%
0.17%
0.31%
0.60%
1.01%
1.51%
0.47%
2.39%
1.77%
46.89%

5.20%
47.90%
100.00%

4,489,105
2,412,764

125,077
609
976

95,819
330

4,256
23,880
76,884
50,702
67,035

487,328
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貸借対照表

（単位：百万円）

（単位：百万円）

平成29年9月30日現在（資産の部）
現 金 ・ 預 け 金
コ ー ル ロ ー ン
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
商 品 有 価 証 券
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
繰 延 税 金 資 産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金

（うち個別貸倒引当金）

資 産 の 部 合 計

平成29年9月30日現在（負債の部）
預 金 積 金
借 用 金
コ ー ル マ ネ ー
外 国 為 替
そ の 他 負 債
賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
預 金 払 戻 損 失 引 当 金
偶 発 損 失 引 当 金
懸 賞 金 支 払 引 当 金
繰 延 税 金 負 債
再評価に係る繰延税金負債
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計

出 資 金
利 益 剰 余 金
会 員 勘 定 合 計
その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
土 地 再 評 価 差 額 金
評 価・換 算 差 額 等 合 計
純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

（純資産の部）

平成28年9月30日現在

平成28年9月30日現在

増減

増減

2,294
1,078

△ 155
6,080

△ 4
1,166

104,722
△ 99
1,554

△ 713
△ 531

684
△ 1,413

411

115,076

(227）

64,139
58,500

△ 11,357
37

910
△ 36

△ 155
133
29
48

△ 15
△ 824

－
△ 1,413
109,995

△ 189
9,523
9,334

△ 4,336
83
－

△ 4,253
5,081

115,076

1,008,069
1,611

373
8,058
1,454

1,610,765
2,517,487

1,125
27,265
52,416
2,501

684
7,031

△ 13,415

5,225,428

4,553,245
303,000
55,640

40
15,243

686
11,167
1,090

293
174
104

－
4,853
7,031

4,952,570

20,864
219,624
240,489
24,301

54
8,012

32,368
272,857
5,225,428

(△ 9,402)

1,005,774
532
529

1,977
1,458

1,609,598
2,412,764

1,224
25,710
53,130
3,033

－
8,444

△ 13,827

5,110,351

(△ 9,630)

4,489,105
244,500
66,998

3
14,333

723
11,322

956
263
126
119
824

4,853
8,444

4,842,575

21,053
210,100
231,154
28,637

△ 28
8,012

36,621
267,776
5,110,351
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（単位：百万円）

平 成２９年９月期 の 業 務 純 益 は 、有 価 証 券 利 息 配 当 金 が 増 加した 一 方 で 、そ の 他 業 務 収 益 が 減 少した
こと等から、前年同期比１０億円減少し、７０億円となりました。

この結果、経常利益は前年同期比４億円減少し、８０億円となり、当期純利益は前年同期比１億円減少し、
６０億円となりました。

損益の状況

損益計算書
（単位：百万円）

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益

う ち 貸 出 金 利 息
うち有価証券利息配当金

役 務 取 引 等 収 益
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用

う ち 預 金 利 息
役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 業 務 費 用
経 費
そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

平成29年4月1日から
平成29年9月30日まで 増減

平成28年
9月期

8,182

平成28年
9月期

8,485

平成28年
9月期

6,163

平成29年
9月期

平成29年
9月期

業務純益 当期純利益経常利益

平成28年4月1日から
平成28年9月30日まで

平成29年
9月期

△ 2,562
637

△ 705
1,183
△ 61

△ 3,538
399

△ 2,131
△ 603
△ 492

230
△ 942
△ 586
△ 228
△ 431

△ 0
△ 47

△ 384
△ 98

△ 166
△ 265
△ 119

7,090
8,053

6,044

33,674
26,094
16,978
6,908
3,242
2,883
1,453

25,620
2,063
1,638
3,205
2,053

17,925
371

8,053
－

36
8,017
1,933

39
1,972
6,044

36,236
25,456
17,684
5,725
3,304
6,421
1,053

27,751
2,667
2,130
2,975
2,995

18,512
600

8,485
0

83
8,401
2,031

206
2,238
6,163

7 0
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理
・
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有価証券の状況
●売買目的有価証券

当期損益に含まれた評価差額
平成29年9月期 増減

（単位：百万円）

平成28年9月期

●子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの 該当ありません。

●満期保有目的の債券

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

国　　債
地 方 債
社　　債
そ の 他

国　　債
地 方 債
社　　債
そ の 他

小計

小計
合 　　　　　　　　計

種類

（単位：百万円）

平成29年9月期
貸借対照表計上額 時価 差額

平成28年9月期
貸借対照表計上額 時価 差額

（注）1．時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
　　2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

預り資産残高の推移

●その他有価証券

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式
債券
　うち国債
　うち地方債
　うち社債
その他

株式
債券
　うち国債
　うち地方債
　うち社債
その他

小計

小計
合 　　　　　　　　計

種類

（単位：百万円）

平成29年9月期
貸借対照表計上額 取得原価 差額

平成28年9月期
貸借対照表計上額 取得原価 差額

（注）1．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
　　2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

平成29年9月期 増減
（単位：百万円）

投 資 信 託
外貨預金（中信オープン外貨定期）
公 共 債
合 計

（注） 投資信託・外貨預金・公共債はそれぞれ期末の残高です。

平成28年9月期
5,598
△ 88

△ 5,107
402

46,303
2,258

14,095
62,657

10 △ 11

10,000
5,283

17,216
26

32,526
－
－
－
－
－

32,526

10,001
5,341

17,835
28

33,207
－
－
－
－
－

33,207

1
58

619
1

680
－
－
－
－
－

680

46,736
1,019,793

292,151
291,772
435,869
123,217

1,189,748
5,351

233,182
66,067
52,273

114,840
145,541
384,075

1,573,823

25,220
1,003,456

287,553
285,958
429,944
120,274

1,148,951
5,879

237,452
68,478
53,248

115,724
148,107
391,439

1,540,391

21,516
16,337
4,597
5,814
5,925
2,943

40,796
△ 528

△ 4,270
△ 2,410

△ 975
△ 884

△ 2,565
△ 7,364

33,432

10,000
5,957

18,308
1,052

35,318
－
－
－
－
－

35,318

10,036
6,097

19,301
1,056
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－
－
－
－
－

36,491

36
139
993

3
1,173

－
－
－
－
－

1,173

21

24,507
1,179,641

400,721
296,448
482,471
168,069

1,372,219
13,696

104,845
67,997
9,695

27,151
79,251

197,792
1,570,011

12,788
1,149,858

388,931
287,370
473,556
164,239

1,326,885
15,045

107,435
69,771
9,987

27,676
81,167

203,648
1,530,534

11,719
29,782
11,790
9,078
8,914
3,830

45,333
△ 1,349
△ 2,590
△ 1,773

△ 292
△ 524

△ 1,915
△ 5,855

39,477

40,705
2,346

19,203
62,255
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（単位：百万円）

平 成２９年９月期 の 業 務 純 益 は 、有 価 証 券 利 息 配 当 金 が 増 加した 一 方 で 、そ の 他 業 務 収 益 が 減 少した
こと等から、前年同期比１０億円減少し、７０億円となりました。

この結果、経常利益は前年同期比４億円減少し、８０億円となり、当期純利益は前年同期比１億円減少し、
６０億円となりました。

損益の状況

損益計算書
（単位：百万円）

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益

う ち 貸 出 金 利 息
うち有価証券利息配当金

役 務 取 引 等 収 益
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用

う ち 預 金 利 息
役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 業 務 費 用
経 費
そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

平成29年4月1日から
平成29年9月30日まで 増減

平成28年
9月期

8,182

平成28年
9月期

8,485

平成28年
9月期

6,163

平成29年
9月期

平成29年
9月期

業務純益 当期純利益経常利益

平成28年4月1日から
平成28年9月30日まで

平成29年
9月期

△ 2,562
637

△ 705
1,183
△ 61

△ 3,538
399

△ 2,131
△ 603
△ 492

230
△ 942
△ 586
△ 228
△ 431

△ 0
△ 47

△ 384
△ 98

△ 166
△ 265
△ 119

7,090
8,053

6,044

33,674
26,094
16,978
6,908
3,242
2,883
1,453

25,620
2,063
1,638
3,205
2,053

17,925
371

8,053
－

36
8,017
1,933

39
1,972
6,044

36,236
25,456
17,684
5,725
3,304
6,421
1,053

27,751
2,667
2,130
2,975
2,995

18,512
600

8,485
0

83
8,401
2,031

206
2,238
6,163
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有価証券の状況
●売買目的有価証券

当期損益に含まれた評価差額
平成29年9月期 増減

（単位：百万円）

平成28年9月期

●子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの 該当ありません。

●満期保有目的の債券

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

国　　債
地 方 債
社　　債
そ の 他

国　　債
地 方 債
社　　債
そ の 他

小計

小計
合 　　　　　　　　計

種類

（単位：百万円）

平成29年9月期
貸借対照表計上額 時価 差額

平成28年9月期
貸借対照表計上額 時価 差額

（注）1．時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
　　2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

預り資産残高の推移

●その他有価証券
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取得原価を超えるもの

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの
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種類

（単位：百万円）

平成29年9月期
貸借対照表計上額 取得原価 差額

平成28年9月期
貸借対照表計上額 取得原価 差額

（注）1．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
　　2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。
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公 共 債
合 計
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－
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－
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－
－
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　信用金庫では、金融再生法に基づく「金融再生法開示債権」と、信用金庫法に基づく「リスク管理債権」の開示が義務付けられています。
金融再生法開示債権は債務保証見返など貸出金以外の債権も対象としているのに対し、リスク管理債権は貸出金のみを対象としている
のが相違点です。
　当金庫の金融再生法開示債権（正常債権を除く）に対する担保・保証・引当金を合わせた保全率は 91.16％となっており、引き続き
十分な引当水準となっています。十分な引当を行い経営の健全性を確保しつつ、地域の発展・支援に貢献することが当金庫の使命で
あると考えております。

貸出債権の開示

総与信 非分類
自己査定

Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

Ⅰ. 平成２9年９月期における自己査定と開示債権の状況（単体ベース）

金融再生法による開示

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

正 常 債 権

小　　　計

要管理債権

危 険 債 権

合 計

リスク管理債権

破綻先債権

延 滞 債 権

合 　 　 計

3カ月以上
延 滞 債 権
貸 出 条 件
緩 和 債 権

破　綻　先

実質破綻先

破綻懸念先

要 注 意 先

正　常　先

合　　　計

（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）

金融再生法による
開示残高

Ⅲ. 平成28年9月期との金融再生法開示債権比較

開示残高（A） 担保・保証による
回収見込み額（B）

担保・保証（B）＋引当金（C）
＝保全額（D）

保全率
(D)／(A)区　分

Ⅱ. 金融再生法による開示債権と保全の状況

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

金融再生法開示債権（正常債権を除く）保全率
保全額　     623億円
債権額　     683億円

91.16%＝＝

平成29年9月期
引当金残高（C）

危 険 債 権

要管理債権

小　　　計

正 常 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

小　　　　　計

正 常 債 権

合　　　　　計

合　　　計

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

平成29年9月期 構成比平成28年9月期 構成比

 21 6 15 － 0

 53 8 27 － 17

 567 218 224 123

 3,241 889 2,351

 21,381 21,381

25,265 25,277

75

567

41

683

24,593

21

620

－

41

683

※ 上記開示額は、平成２9年９月末を基準日として自己査定を行い、この結果に基づき算出しています。 
同年４月１日から９月末までに倒産・不渡り等、及び業況悪化により債務者区分の引下げがあった債務者についてすべて開示しています。

※ 上半期での必要償却・引当額は、９月末時点の債権残高にて算出しています。 
ただし、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」のうち、無価値と認められる部分（＝Ⅳ分類）を直接償却し減額して開示しています。

 （Ⅳ分類・直接償却相当額は4億円です。）
※ 「金融再生法による開示」には当金庫が保証する私募債の額を含んでいます。

 75 57 17 75 100.00%

 567 443 75 519 91.62%

 41 26 1 28 68.90%

 683 527 95 623 91.16%

 24,593 19,809 38 19,847 80.70%

 25,277 20,336 133 20,470 80.98%

75

567

41

683

24,593

25,277

0.30%

2.24%

0.16%

2.71%

97.29%

100.00%

※ 構成比は小数点以下第3位を四捨五入により算出しています。

※ 保全率は小数点以下第3位を四捨五入により算出しています。

67

588

39

696

23,532

24,228

0.28%

2.43%

0.16%

2.87%

97.13%

100.00%
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自己資本比率の状況について〈単体〉
●単体自己資本比率（バーゼルⅢ国内基準）

（ハ）

（ニ）

普通出資に係る会員勘定の額

　うち、出資金の額

　うち、利益剰余金の額

一般貸倒引当金の額

 

信用リスク・アセットの額

（ニ）

（単位：百万円）

コア資本に係る
基礎項目 （イ）

コア資本に係る
調整項目 （ロ）

自己資本の額 （ハ）

リスク・アセット等 （ニ）

単体自己資本比率

平成２8年9月期 平成２9年9月期

土地再評価差額の４５％相当額のうち、コア資本に係る
基礎項目の額に含まれる額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して
得た額

増減項目

　平成２9年９月期の自己資本比率は、内部留保額を順調に積み上げたものの、リスク・アセット等が増加したこと等から、
前年同期比0.15ポイント低下の10.85％となりましたが、金融機関の健全性を示す基準となる水準（国内基準４％）
を大きく上回っております。

（注） 自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第８９条第１項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその
保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第２１号）」に基づき算出しております。
なお、当金庫は国内基準を採用しております。

無形固定資産の額

（イ）

 

（ロ）

（イ）－（ロ）

240,489

20,864

219,624

4,013

4,052

248,555

1,082

1,082

247,472

2,191,494

88,849

2,280,344

10.85%

9,334

△ 189

9,523

△ 184

△ 578

8,571

207

207

8,364

109,282

△ 2,043

107,239

△ 0.15%

231,154

21,053

210,100

4,197

4,631

239,983

875

875

239,108

2,082,211

90,893

2,173,104

11.00%
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　信用金庫では、金融再生法に基づく「金融再生法開示債権」と、信用金庫法に基づく「リスク管理債権」の開示が義務付けられています。
金融再生法開示債権は債務保証見返など貸出金以外の債権も対象としているのに対し、リスク管理債権は貸出金のみを対象としている
のが相違点です。
　当金庫の金融再生法開示債権（正常債権を除く）に対する担保・保証・引当金を合わせた保全率は 91.16％となっており、引き続き
十分な引当水準となっています。十分な引当を行い経営の健全性を確保しつつ、地域の発展・支援に貢献することが当金庫の使命で
あると考えております。

貸出債権の開示

総与信 非分類
自己査定

Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

Ⅰ. 平成２9年９月期における自己査定と開示債権の状況（単体ベース）

金融再生法による開示

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

正 常 債 権

小　　　計

要管理債権

危 険 債 権

合 計

リスク管理債権

破綻先債権

延 滞 債 権

合 　 　 計

3カ月以上
延 滞 債 権
貸 出 条 件
緩 和 債 権

破　綻　先

実質破綻先

破綻懸念先

要 注 意 先

正　常　先

合　　　計

（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）

金融再生法による
開示残高

Ⅲ. 平成28年9月期との金融再生法開示債権比較

開示残高（A） 担保・保証による
回収見込み額（B）

担保・保証（B）＋引当金（C）
＝保全額（D）

保全率
(D)／(A)区　分

Ⅱ. 金融再生法による開示債権と保全の状況

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

金融再生法開示債権（正常債権を除く）保全率
保全額　     623億円
債権額　     683億円

91.16%＝＝

平成29年9月期
引当金残高（C）

危 険 債 権

要管理債権

小　　　計

正 常 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

小　　　　　計

正 常 債 権

合　　　　　計

合　　　計

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

平成29年9月期 構成比平成28年9月期 構成比

 21 6 15 － 0

 53 8 27 － 17

 567 218 224 123

 3,241 889 2,351

 21,381 21,381

25,265 25,277

75

567

41

683

24,593

21

620

－

41

683

※ 上記開示額は、平成２9年９月末を基準日として自己査定を行い、この結果に基づき算出しています。 
同年４月１日から９月末までに倒産・不渡り等、及び業況悪化により債務者区分の引下げがあった債務者についてすべて開示しています。

※ 上半期での必要償却・引当額は、９月末時点の債権残高にて算出しています。 
ただし、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」のうち、無価値と認められる部分（＝Ⅳ分類）を直接償却し減額して開示しています。

 （Ⅳ分類・直接償却相当額は4億円です。）
※ 「金融再生法による開示」には当金庫が保証する私募債の額を含んでいます。

 75 57 17 75 100.00%

 567 443 75 519 91.62%

 41 26 1 28 68.90%

 683 527 95 623 91.16%

 24,593 19,809 38 19,847 80.70%

 25,277 20,336 133 20,470 80.98%
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0.16%

2.71%
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※ 構成比は小数点以下第3位を四捨五入により算出しています。

※ 保全率は小数点以下第3位を四捨五入により算出しています。
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●単体自己資本比率（バーゼルⅢ国内基準）
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（ニ）

（単位：百万円）

コア資本に係る
基礎項目 （イ）

コア資本に係る
調整項目 （ロ）

自己資本の額 （ハ）

リスク・アセット等 （ニ）

単体自己資本比率

平成２8年9月期 平成２9年9月期

土地再評価差額の４５％相当額のうち、コア資本に係る
基礎項目の額に含まれる額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して
得た額

増減項目

　平成２9年９月期の自己資本比率は、内部留保額を順調に積み上げたものの、リスク・アセット等が増加したこと等から、
前年同期比0.15ポイント低下の10.85％となりましたが、金融機関の健全性を示す基準となる水準（国内基準４％）
を大きく上回っております。

（注） 自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第８９条第１項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその
保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第２１号）」に基づき算出しております。
なお、当金庫は国内基準を採用しております。

無形固定資産の額

（イ）

 

（ロ）

（イ）－（ロ）

240,489

20,864

219,624

4,013

4,052

248,555

1,082

1,082

247,472

2,191,494

88,849

2,280,344

10.85%

9,334

△ 189

9,523

△ 184

△ 578

8,571

207

207

8,364

109,282

△ 2,043

107,239

△ 0.15%

231,154

21,053

210,100

4,197

4,631

239,983

875

875

239,108

2,082,211

90,893

2,173,104

11.00%

0 10

自
己
資
本
比
率
の
状
況
に
つ
い
て




	中信dc_H1-4
	中信dc_P01-04
	中信dc_P05-06
	中信dc_P07-08
	中信dc_P09-10
	中信dc_H1-4

